
滋賀県防災危機管理センターの機能と役割

出典 滋賀県庁HP掲載資料より（https://www.pref.shiga.lg.jp/file/attachment/5178692.pdf）
令和6年12月16日 参議院予算委員会 日本維新の会 嘉田由紀子
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関西広域連合からの防災庁設置要望書

出典 関西広域連合「令和7年度 国の予算編成等に対する提言」（令和6年11月）６頁より
令和6年12月16日 参議院予算委員会 日本維新の会 嘉田由紀子
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大阪・関西万博 概要地図

出典 2025年日本国際博覧会HPより（略称「大阪・関西万博」(https://www.expo2025.or.jp/wp/wp-content/uploads/expo_leaflet_JP.pdf)）

令和6年12月16日 参議院予算委員会 日本維新の会 嘉田由紀子
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https://www.expo2025.or.jp/wp/wp-content/uploads/expo_leaflet_JP.pdf


出典：環境省・経済産業省第1回合同会議資料
「2050年ネットゼロに向けた我が国の基本的な考え方・方向性」
（2024年11月25日）に基づき、嘉田事務所で作成

出典：環境省「2022年度の温室置効果ガス派出・吸収量」（2024年4月）・IPCC AR6統合報告書
        （2023年3月）を基に経団連事務局作成に基づき、嘉田事務所で作成

資料4

令和6年12月16日 参議院予算委員会 日本維新の会 嘉田由紀子

経団連「エネルギー基本計画の見直しに向けた提言」（2024年10月15日）

日本の排出削減の現状
と次期NDC（Nationally 
Determined Contribution)
水準



滋賀県での子育て三方よし
滋賀県では･･･

資料5
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出典：滋賀県健康医療福祉部子ども・青年局
作成に基づき、嘉田事務所で作成

令和6年12月16日 参議院予算委員会 日本維新の会 嘉田由紀子



滋賀県での出生率の変化

○ 因果関係はとらえにくいが、平成22･23年の県内合計特殊
出生率は1.54を確保（全国平均1.39）。出生率全国二位。

○ ただし、団塊ジュニアという人口のボリューム層が30歳
後半を迎える中、子育て政策は待ったなしの状況。

○ 少子化対策は国策で取り組むべきものであり、県の取組を
国へ提言していきたい。
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令和6年12月16日 参議院予算委員会
日本維新の会 嘉田由紀子

出典：厚生労働省「人口動態統計」に基づき、

嘉田事務所で作成



●県庁において女性の活躍推進
に取り組みます！

県庁における取組
～隗より始めよ～

●女性のチャレンジ支援事業 など

進路選択
就職

結婚・出産・子育て

継続就労

キャリア・アップ

起業

離 職

●企業の女性活躍状況の
見える化研究事業 など

●女性のキャリアアップ
   支援事業
●在宅医療福祉施設・
医療機関の看護職員
相互研修事業 など

キャリア・アップ
への支援

●中小企業ワーク・
ライフ・バランス
対応経営推進事業

●男性の育児休業取
得奨励金支給事業
など

ワーク・ライフ・
バランスの推進

●滋賀の女性経営者
フォーラム など

●開業資金（女性創業枠）の創設
●農村女性活躍支援事業
●女性のＮＰＯ活動等応援事業など

●子育て支援環境緊急
整備事業

●保育士確保対策事業
など

仕事と子育ての
両立支援

●滋賀マザーズジョブ
ステーション事業など

再チャレンジ
への総合的支援

キャリア
ビジョンが
描ける

ワーク・ライフ
・バランスが
実現できる

仕事と
子育てが
両立できる

再チャレンジ
ができる

女性の
管理職が
増える

女性活躍に向けた
企業の取組促進

様々な分野
で起業が
できる

～平成２６年度の展開～

女性のライフステージに応じた切れ目のないきめ細やかな支援

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅱ

女性リーダー等の
交流推進

Ⅱ

起業への
多面的なサポート
Ⅲ

多様な活躍への支援Ⅲ

●仕事も生活も充実！
未来のわたし体験発信

   事業
●県立高等学校キャリア
形成支援事業 など

キャリア形成
支援

Ⅰ

女
性
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
別
選
択
肢
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令和6年12月16日
参議院予算委員会
日本維新の会 嘉田由紀子

出典：平成26年滋賀県 総合政策部男女共同
参画課作成に基づき、嘉田事務所で作成



嘉田の経験からみえてきた「母の壁」と「父の壁」
４つの壁と、男女共稼ぎ・共育て施策の方向

・男性の長時間労働の問題
・男性の「性別役割分担意識」
・家事育児負担が女性に
片寄っている。

・職場における仕事と子育て
の両立への理解が不十分

・女性が継続して働ける制度が
不十分

・男性の育休取得率が低い。

・子どもが病気になった時など
緊急時に預けるところが
身近にない。

・子育て支援の情報が、どこで
提供されているかわからない。

・女性自身が必ずしも継続就労
という働き方を選択しておらず、
働き方が多様化。

・再就労しても年収が下がるなど、
働き方が不安定になる。

男性の意識、長時間労働が

女性の働き方を左右する

就労環境や職場風土が

女性の働き方を左右する

地域の生活環境や育児環境が

女性の働き方を左右する

女性自身の就労に対する考え方が

女性の働き方を左右する

４
つ
の
要
因
を
す
べ
て
ク
リ
ア

女
性
が
働
き
続
け
ら
れ
る
社
会
の
構
築

家庭

職場

地域

自分

男
女
共
同
参
画
社
会
の
実
現
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出典：嘉田由紀子議員作成
令和6年12月16日 参議院予算委員会
日本維新の会 嘉田由紀子



0% 5% 10% 15% 20% 25%

50万円未満

50～99万円

100～149万円

150～199万円

200～249万円

250～299万円

300～399万円

400～499万円

500～599万円

600～699万円

700～799万円

800～899万円

900～999万円

1000～1499万円

1500万円以上

男性

-25% -20% -15% -10% -5% 0%

女性

25% 20% 15% 10% 5%

 

所得税 住民税 所得税 住民税

103万円以下 〇 〇 × × かからない
103万円以
下はかから

ない

103万円超
141万円未満

〇
↓
△

〇
↓
△

141万円以上 × ×

× × かかる かかる

配偶者控除 配偶者特別控除

夫の税金 妻の税金

所得税
住民税（所
得割）

103万円の壁は、「専業主婦優遇」の税制・労働法制が元

被扶養者の税・社会保障制度

男女別所得階層別雇用者割合

女性の雇用者のうち年収100
万円未満の者は３割弱

資料9

令和6年12月16日 参議院予算委員会 日本維新の会 嘉田由紀子

出典：厚生労働省被扶養者の税・社会保障制度資料・
平成19年就業構造基本調査結果に基づき、嘉田事務所で作成



パート等で復帰した場合の生涯所得のイメージ

出産・子育て期に
一旦退職すること
で、所得がゼロに

所 得
所 得

パート等で復帰をしても、
継続就労していた場合と
の所得の差は歴然

年 齢

所

得

就業タイプによる二億円近い
女性の生涯所得の違い ！

大卒女性 生涯所
得

（退職金含まず）
逸失額

就業を継続した場合 ２億5,183万円

子どもふたり出産、育児休業を２年間
利用し、フルタイムで復職

２億3,092万円 2,091万円

第一子出産退職後、第二子就学時に
フルタイムの非正規就業

１億 12５万円 1億、1425万円

第一子出産退職後、第二子就学時に
パート・アルバイトとして

再就職した場合

7,535万円 １億７，６４８万円

出典：2024年10月23日ニッセイ基礎研究所基礎研レポート

久我尚子９頁に基づき、嘉田事務所で作成
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令和6年12月16日 参議院予算委員会 日本維新の会 嘉田由紀子
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出典：内閣府男女共同参画会議基本問題・影響調査専門調査会報告書 参考資料図表１より
2009年女性労働参加率：OECDジェンダーイニシアチブレポートP58､2009年出生率：ＯＥＣＤ
データベースを基に、内閣府男女共同参画局で作成に基づき、嘉田事務所で作成

女性の労働参加が高い国は出生率も高く、財政安定！
（OECD加盟２４カ国）

財政難
男性中心社会

財政安定
男女平等
社会

共
稼
ぎ
は
脱
少
子
化
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令和6年12月16日 参議院予算委員会 日本維新の会 嘉田由紀子



女性の労働参加度の高い府県は出生率も高い
（都道府県）

出典：平成24年7月全国知事会
「女性の活躍の場の拡大による経済活性化のための提言」
に基づき、嘉田事務所で作成
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令和6年12月16日 参議院予算委員会 日本維新の会 嘉田由紀子



法務省における判検交流人事

出典 最高裁判所提供資料に基づき、嘉田事務所で作成
令和6年12月16日 参議院予算委員会 日本維新の会 嘉田由紀子
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